
（別添－１）

企画競争実施の公示

平成３１年 ２月２６日

分任支出負担行為担当官

中部地方整備局三重河川国道事務所長 岩下 友也

次のとおり、企画提案書の提出を招請します。

１．業務の概要

（１）業 務 名

平成３１年度 単価契約三重河川国道事務所鑑定評価業務

（２）業務内容

三重河川国道事務所が用地取得及び国有財産の売払い等のために必要となる１．（４）に掲

げる評価対象地域における評価依頼地の鑑定評価（意見等を含む。）及び鑑定評価書（意見書

を含む。）の作成並びにこれらに付随する諸業務。

本業務の施行に当たっては、「不動産鑑定評価基準」、「不動産鑑定評価基準運用上の留意事

項」、「土地評価事務処理要領」及び「鑑定評価業務仕様書」その他鑑定評価業務に関わる各種

規定等を遵守するものとする。

（３）履行期間

契約締結の翌日から平成３２年 ３月１９日まで

（４）評価対象地域

依頼する業務の評価対象地域は、次に掲げる地域区分とする。

・四日市市内の住宅地域

・鈴鹿市内の住宅地域、宅地見込地地域、農地地域

・亀山市内の工業地域、農地地域

・津市内の宅地見込地地域、農地地域

・松阪市内の農地地域、林地地域

・伊勢市内の住宅地域、農地地域

２．企画競争参加資格要件

（１）参加資格を有する者は、次に掲げる要件を満たしている者とする。

① 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該当

しない者であること。

② 平成３１・３２・３３年度一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）の「役務

の提供等」において東海・北陸地域の競争参加資格の認定を受ける予定の者であること。

③ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ

れている者（「競争参加資格に関する公示」に基づく再申請の手続きを行った者を除く。）

でないこと。

④ 企画提案書の提出者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

⑤ 企画提案書の提出期限から見積決定日までの期間に、中部地方整備局から指名停止を受

けていないこと。

⑥ 不動産の鑑定評価に関する法律（昭和３８年法律第１５２号）第２２条の規定に基づく



登録を受けている不動産鑑定業者であること。

⑦ 配置予定業務責任者は、企画提案書の提出期限の日から見積の時までに、不動産の鑑定

評価に関する法律第４０条に規定する懲戒処分を受けていないこと。

⑧ 企画提案書の提出期限の日から見積の日までに、不動産の鑑定評価に関する法律第４１

条に規定する監督処分を受けていないこと。ただし、地域を限定した業務停止処分を受け

ている場合において、業務停止処分を受けた地域が当該業務の対象地域と異なる場合は、

この限りではない。

⑨ 配置予定業務責任者は、平成２１年度以降（過去１０年間）に完了した鑑定評価におい

て１件以上の実績を有していること。

⑩ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものと

して、国土交通省発注業務等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ

と。

⑪ 不動産鑑定業者は、三重県内に本社（本店）、支社（支店）又は営業所等を有さなけれ

ばならない。

⑫ 本業務の履行期間中に工期がある当該事務所発注の１．（４）に掲げる評価対象地域内

の土地を標準地とする補償コンサルタント登録規程（昭和５９年９月２１日建設省告示第

１３４１号）第２条第１項の別表に掲げる土地評価部門に係る土地評価（標準地価格の算

定等）業務を受注している者は、本業務に参加できない。

３．特定するための評価基準

（１）評価対象地域内における地価公示標準地又は地価調査基準地の評価等に関する実績

（２）評価対象地域内における鑑定評価の実績（意見書等を除く。）

① 公共用地の取得に係る鑑定評価の実績

② 一般鑑定評価の実績

③ 公的鑑定評価の実績（公共用地の取得に係る鑑定評価を除く。）

※ ②に該当する一般鑑定評価とは、民間による売買・交換する際の鑑定評価、担保評

価、賃貸借する際の賃料・地代の評価、借地権・借家権・地役権・区分所有権等の鑑

定評価をいう。

※ ③に該当する公的鑑定評価とは、差押不動産、公売不動産、国税（路線価調査）及

び固定資産税標準宅地の鑑定評価をいう。

（３）業務実施方針

① 評価対象地域における地価動向、不動産市況等の地域動向の把握について

② 適正な鑑定評価を求めるために用いる鑑定手法について

③ 鑑定評価業務の迅速かつ確実な実施について

④ 鑑定実績が希薄な評価対象地域を鑑定する場合の手法について

（４）ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標

４．手続等

（１）担当部局

〒５１４－８５０２ 三重県津市広明町２９７

国土交通省中部地方整備局三重河川国道事務所用地第一課用地係

電 話：０５９－２２９－２２１３

ＦＡＸ：０５９－２２９－２２５９

電子メール：cbr-mie-yoti1＠mlit.go.jp

（２）説明書の交付期間、場所及び方法

①交付期間：平成３１年 ２月２６日から平成３１年 ３月１９日まで



②交付場所：４．（１）に同じ

③交付方法：説明書の交付を希望する場合は、予め４．（１）の担当まで事前連絡を行うこ

と

（３）企画提案書の提出期限、場所及び方法

①提出期限：平成３１年 ３月１９日16時00分

②提出場所：４．（１）に同じ

③提出方法：持参、郵送(書留郵便に限る。)又は託送（書留郵便と同等のものとする。）す

ること

５．その他

（１）手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

（２）関連情報を入手するための照会窓口 ４．（１）に同じ。

（３）企画提案書の作成及び提出に要する費用は、企画提案者側の負担とする。

（４）企画競争実施委員会に提出された提案書は、当該提案者に無断で二次的な使用は行わない。

（５）提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該提案書を無効にするとともに、記載を行った応募

者に対して指名停止を行うことがある。

（６）特定した提案内容については、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法

律第４２号）に基づき、開示請求があった場合、あらかじめ「開示」を予定している書類とす

る。

（７）提案が特定された者は、企画競争の実施の結果、最適な者として特定したものであるが、会

計法令に基づく契約手続の完了までは、国との契約関係を生じるものではない。なお、提案者

の提案内容によっては、特定する者が存在しないこともある。

（８）本見積に係る開封、見積決定及び契約締結の条件は、平成３１年度の予算が成立し、予算示

達がされ、かつ、平成３１・３２・３３年度一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）

の「役務の提供等」において東海・北陸地域の競争参加資格の認定を受けた場合とする。

平成３１年４月１０日時点において、認定を受けていない場合は、企画提案書の提出者とし

て特定されるために必要な要件に違反しているため、特定通知を取り消す。

（９）その他の詳細は説明書による。


